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序章 計画策定の背景と目的 
 

序－１ 背景と目的                                                          
 
公共施設等の老朽化対策や今後の人口減少・少子高齢化社会に対応した公共施設等のあり方は、

昨今の厳しい財政状況が続く中で全国の多くの地方公共団体にとって大きな課題となっています。

そのような状況のもと、国は平成 25（2013）年 11 月に「インフラ長寿命化基本計画」を策定す

るとともに、総務省から平成 26（2014）年 4月に公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する

計画である「公共施設等総合管理計画」の策定要請を各自治体に行いました。 

本町においても、平成 20（2008）年に行った小学校の統廃合（旧村単位ごとにあった内城田小

学校、中川小学校、一之瀬小学校、小川郷小学校を閉校し、新たに全町域を学区とした度会小学

校の設立）や平成 25（2013）年度に橋梁長寿命化修繕計画を策定するなど、公共施設やインフラ

資産の再配置や長寿命化の検討を行ってきました。 

今回は、それらの状況を踏まえながら、総務省が示す「公共施設等の総合的かつ計画的な管理

の推進について（平成 26（2014）年 4 月）」に基づき、本町が保有する公共施設等（建築物、道

路、橋梁、簡易水道）について全体の状況を把握するとともに、将来のまちの姿も見据えながら

戦略的に公共施設等の更新・統廃合・長寿命化等を計画的に行うことにより、公共施設等のコス

トを便益の最適な状態で保有・運営・維持するための全体的な取組みを推進し、時代に即したま

ちづくりを行っていくための骨子となる公共施設等総合管理計画を策定するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

度会小学校 
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序－２ 計画の位置づけ                            
 
度会町公共施設等総合管理計画は、本町の最上位計画である「第６次度会町総合計画」に基づ

くとともに、本町の第４次行政改革大綱及び実施計画となる「度会町行政改革プラン」を踏まえ

て策定します。 

なお、これまでに地域住宅計画や橋梁長寿命化修繕計画が策定されていますが、今後、同様の

個別計画については、本計画に基づいて、計画を策定していくことになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．計画の位置づけ 

 

表．今後想定される個別計画 

建物系施設に係る個別計画※1 インフラ系施設に係る個別計画※2 

公営住宅等長寿命化計画 公園施設長寿命化計画 

学校施設の長寿命化計画  など 水道施設の耐震化計画  など 

 

表．既定計画（参考） 

建物系施設に係る個別計画※1 インフラ系施設に係る個別計画※2 

地域住宅計画（H27.3） 橋梁長寿命化修繕計画（H25.3） 

 

  

第６次度会町総合計画 

各施設の個別計画※2 

インフラ系施設 

基づく

踏まえる 

基づく 

度会町行政改革プラン 

度会町公共施設等総合管理計画 

建物系施設 

各施設の個別計画※1 

基づく 
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【上位計画】 

① 第 6 次度会町総合計画 
 

（計画期間） 

平成 23 年度～平成 32 年度 

（３つの基本理念） 

 ・郷土の「こころ」をつなぐまちづくり 

 ・わたらいの「身の丈」に合ったまちづくり 

 ・新たな地域活力の「かがやき」が持続するまちづくり 

（まちの将来像） 

ふるさとを生かし、清流と緑と笑顔がかがやく度会町 

（行財政経営指針） 

「自律し、持続するまち」 

・健全な財政運営 

限られた財源を有効活用し、安定した財政基盤のもとで、行政サービスが持続的に維持

されることをめざす姿とし、歳入の確保、歳出の見直し、計画的な財政運営を進めます。

歳出の見直しでは、経常経費の縮減や人件費総額の抑制の他、町が持つ社会基盤や施設

のストックマネジメントに努め、施設等の整理・統合を図ります。 

② 度会町行政改革プラン 
 

（プランの位置付け） 

これまで本町では、3次にわたる「行政改革大綱」

を策定し、効率、協働、自立の中から、補完性の原理

に基づく多様な人々の行政への参画と役割分担によ

る協働の自治を進めてきました。 

第 4次となる「行政改革プラン」は、行政改革大綱

と具体的な取り組みを示した実施計画を一本化し、新

しい時代の課題に対して、身の丈に合わせた真に度会

町にふさわしい行政改革を目指すものです。 

（計画期間） 

平成 25 年度～平成 27 年度 

（行政改革大綱） 

○効率 

窓口サービスの向上、行政経営品質の向上、組織機構の改革と定員管理の適正化、事務事

業の見直し、業務の効率化、危機管理体制の整備、広域連携の推進 

○自律 

歳入の確保、歳出の見直し、計画的な財政運営、広報・広聴活動の充実、情報公開の推進

○協働 

参加・協働まちづくり、町民活動の促進、つながりのある人づくり 
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【関連計画】 

③ 地域住宅計画（度会町地域）（H28.3 策定）※社会資本総合計画 
 

（計画期間） 

平成 27 年度～平成 29 年度 

（計画の目標） 

町民のだれもが安全安心な住生活を実現するため、真に住宅に困窮する低額所得者等の世

帯に低廉な家賃で住宅を供給することにより、居住の安定確保を図ります。 

（計画の成果目標（定量的指標）） 

真に公営住宅への入居を必要とする低所得世帯に住宅を提供します。 

（基幹事業） 

公的賃貸住宅家賃低廉化事業（低廉な家賃で住宅を供給：城山住宅 11 戸） 

 

④ 橋梁長寿命化修繕計画（H25.3 策定） 
 

（目的） 

 ○安全性や信頼性を確保した道路サービスの提供を目的に、長寿命化修繕計画を策定し、従

来の事後的な維持管理から予防的な修繕および計画的架替えを実施する、予防保全型へと

管理手法の転換を図ります。 

 ○長寿命化修繕計画に基づき、橋梁の長寿命化並びに維持管理費用の縮減を図ります。 

（計画の対象） 

町が管理する橋長 15ｍ以上の橋梁 22 橋、15ｍ未満のうち必要と認めた橋梁 44 橋。 

（長寿命化修繕計画の基本方針） 

○橋梁の損傷が深刻な状態に陥った段階で、大規模な修繕や架替えを実施する対症療法型の

維持管理から、定期的に点検を実施して、損傷が深刻な状態に陥る前に修繕を実施する予

防保全型へと維持管理手法の転換を図ることで、橋梁の寿命を延ばすことが可能となり、

修繕および架替えに係る維持管理費用の縮減に努めていきます。 

○計画的に定期点検を実施して、最新の点検結果に基づき適宜見直しを行っていきます。 

（長寿命化修繕計画による効果） 

長寿命化修繕計画を策定する 66 橋について、予防保全的な修繕を実施して橋梁の寿命を延

ばすことが可能となり、対症療法的に架替え（更新）を実施した場合との費用を比較した結

果、今後 50 年間で約 22 億円のコスト縮減が見込まれます。 
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序－３ 度会町の概要                             
 
本町は、三重県の中南部に位置し、北に多気町、玉城町、東に伊勢市、西に大台町、大紀町、

南に南伊勢町が接する、南北 18.5km、東西 10.5km、町域面積 134.98k ㎡の町となっています。 

町域の約 85％を森林が占め、町の北部に清流・宮川が流れるなど、自然豊かな町であり、基幹

産業も特産品である「わたらい茶（伊勢茶）」の生産をはじめ、豊かな自然や地形、気候を生かし

た農林業となっています。 

 町内の道路網は、サニーロード（県道玉城南勢線）、県道伊勢大宮線、県道伊勢南島線、県道度

会玉城線、県道度会大宮線、県道度会南勢線などの広域幹線道路である県道と、それらの路線を

結ぶ生活道路である町道で構成されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
図．度会町の地勢 

度会町役場 

大紀町 

大台町 

多気町 玉城町 

伊勢市 

南伊勢町 

度会町 
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本町は、昭和 30（1955）年 4月 1日に中川村、内城田村、小川郷村及び一之瀬村の 4村の合併

により、度会村が誕生しました。その後、昭和 43（1968）年 1月 1日に町制施行により、度会町

になり現在に至っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．地区区分図 

 

 

 
 
 
 
 
 

一之瀬地区

中川地区

小川郷地区

内城田地区 ¯
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第1 章 計画の対象範囲 

１－１ 対象施設 



8 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



9 
 

第１章 計画の対象範囲 
 

１－１ 対象施設                               
 
本町が保有する公共施設のうち、建物系施設（57 施設 103 棟）及びインフラ系施設（道路：約

121km、橋梁：66 橋、簡易水道：約 145km）を対象とします。 

建物系施設については、町民文化系施設、スポーツ・レクリエーション系施設、学校教育系施

設、子育て支援施設、保健・福祉施設、行政系施設、公営住宅、公園施設、供給処理施設、その

他、インフラ系建物施設の簡易水道建築物の 11 類型を対象として現状等の把握や基本的な方針を

検討します。 

インフラ系施設については、道路、橋梁、簡易水道施設の 3類型を対象として現状等の把握や

基本的な方針を検討します。 

 

表．本計画の対象施設 
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施設名

中央公民館、注連指集会所、中之郷生活改善センター、
麻加江生活改善センター、一之瀬公民館、協業センター

度会町民体育館、中川第２グラウンド、一之瀬体育館、
中川体育館、小川郷体育館

度会小学校、度会中学校、学校給食センター

棚橋保育所、中之郷保育所、長原保育所、地域交流センター

介護啓発センター、地域福祉センター、地域福祉センター一之瀬支所

度会町役場、防災倉庫、備蓄倉庫、小川郷地区備蓄倉庫、
中川地区備蓄倉庫、一之瀬地区備蓄倉庫、伊勢市消防署度会出張所

城山住宅、清風住宅、中之郷住宅

日の出の森、ふれあい広場　栗山、宮リバー度会パーク

度会町美化センター

（旧）一之瀬小学校、(旧)中川小学校、（旧）小川郷小学校、
医療福祉複合型施設わたらい、大久保公衆トイレ

インフラ系建物 簡易水道建築物

注連指浄水場、長原浄水場、棚橋浄水場、棚橋水源地（機械室）、川上浄水場、
葛原配水池、下久具配水池、（旧）坂井浄水場、（旧）長原浄水場、（旧）立岡配
水池、（旧）平生浄水場、（旧）中部浄水場、（旧）大野木浄水場、（旧）下久具浄
水場、（旧）葛原浄水場、（旧）棚橋浄水場、（旧）棚橋配水池

一般道路、農道、林道

ＰＣ橋、ＲＣ橋、鋼橋、その他

管路簡易水道

（
 

類
型

）

建
物
系
施
設

（
3
類
型

）

イ
ン
フ
ラ
系
資
産

分類

町民文化系施設

スポーツ・レクリエーション系施設

学校教育系施設

子育て支援施設

保健・福祉施設

行政系施設

公営住宅

公園施設

供給処理施設

その他

道路

橋梁

11
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長原保育所

中之郷保育所

備蓄倉庫 清風住宅

防災倉庫

（旧）棚橋配水池

（旧）立岡配水池

長原浄水場

（旧）坂井浄水場

（旧）中部浄水場

棚橋浄水場
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図．対象施設（建物系施設）中川地区詳細図 
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 図．対象施設（建物系施設）内城田地区詳細図 
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図．対象施設（建物系施設）小川郷地区詳細図 
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第２章 

公共施設等の現況及び 

将来の見通し 

２－１ 公共施設等の現状  

２－２ 総人口や年代別人口についての 

今後の見通し 

２－３ 公共施設等の維持管理・修繕・更新

等に係る経費や充当可能な財源の

見込み 
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② 人口一人当たりの延床面積 

本町の人口一人当たりの建物系施設の延床面積は、4.61 ㎡/人（人口：H27 国勢調査）となっ

ており、全国平均（3.42 ㎡／人）より 1.19 ㎡／人、三重県平均（3.64 ㎡／人）より 0.97 ㎡／

人上回っています。一方、全国の 1万人未満の同規模の都市に比べると低い値となっています。 

表．人口一人当たりの延床面積（比較） 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図．人口一人当たりの延床面積 
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四日市市＊ 311,089 1,006,025 3.23
平成28年1月（四日市市公共施設等総合管理計計画）

人口：H27.10.1現在（国勢調査速報値）

鈴鹿市 196,251 513,409 2.62
平成27年12月（鈴鹿市公共施設等総合管理計計画）

人口：H27.10.1現在（国勢調査速報値）

桑名市＊ 140,226 440,000 3.14
平成25年桑名市公共施設マネジメント白書

人口：H27.10.1現在（国勢調査速報値）

伊勢市＊ 127,868 398,661 3.12
伊勢市公共施設等総合管理計画H28.3

人口：H27.10.1現在（国勢調査速報値）

志摩市＊ 54,908 258,993 4.72
志摩市公共施設等総合管理計画H28.3

人口：H26.1.1現在

輪之内町 9,786 44,110 4.51

坂祝町 7,839 34,253 4.37

西伊豆町 9,891 53,919 5.45

－ － 5.24

－ － 10.61

1～３万人未満
の都市の平均

1万人未満の
都市の平均

同
規
模
人
口

自治体名

度会町

全国平均

三重県平均

三
重
県
内
の
自
治
体

総務省「全国平均値及び人口区分別平均値」H24.3

「自治体別人口・公共施設延床面積リスト」H24.1・東洋大学ＰＰＰ研究

センターより、データのある市区町村の平均値。三重県平均は18市町

の平均値。

「自治体別人口・公共施設延床面積リスト」H24.1・東洋大学ＰＰＰ研究

センターより

「自治体別人口・公共施設延床面積リスト」H24.1・東洋大学ＰＰＰ研究

センターより

自治体名の＊印は「平成の大合併」で合併した自治体

4.61 4.65

7.05

4.45

3.14 3.12

4.72

3.64 3.42

8,309

21,272

10,668

9,753

140,226

127,868

54,908

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

度会町 尾鷲市 大台町＊ 御浜町 桑名市＊ 伊勢市＊ 志摩市＊ 県平均 全国平均

（人）（㎡）



19 
 

③ 建築年別の状況 

 建築年別にみると、昭和 50 年代～平成初頭（1976～1991）に学校教育系施設を中心に多く

の施設が整備されています。また、築年数が 30 年以上の公共施設は、施設全体の 42.3％とな

っています。 

平成 12（2000）年には棚橋保育所が建設され、平成 13（2001）年には度会町役場の大規模

な建替えが行われました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．建物系施設の年度別延床面積 
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（２）インフラ系施設 
① 施設数等 

インフラ系施設のうち、道路延長は一般道路約 121km、農道約 40km、林道約 82km、橋梁は

66 橋、簡易水道施設は管路延長が約 145km となっています。 

 

表．インフラ系施設の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

種別 施設数等

延長（ｍ） 120,995

面積（㎡） 576,287

延長（ｍ） 40,320

面積（㎡） 345,953

延長（ｍ） 82,313

面積（㎡） 280,284

本数（橋） 66

延長（ｍ） 1,372

面積（㎡） 9,038

簡易水道施設 管路 延長（ｍ） 145,442

橋梁

一般道路

道路 農道

林道
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② 建設年別の状況 

 インフラ系施設（橋梁、簡易水道）の年度別整備状況を以下に示します。 

 

＜橋梁＞ 

 本町には、ＰＣ橋、12 橋（約 1,208 ㎡）、ＲＣ橋、42 橋（約 1,455 ㎡）、鋼橋 12 橋（約 6,376

㎡）の計 66 橋（約 9,039 ㎡）の橋梁があります。 

 一般的な耐用年数とされる 40～60 年を超える橋梁は 25 橋で全体の 4割弱（37.8％）を占め

ます。そのうち 60 年を超えるものは、昭和 25（1950）年以前に造られた 3橋のみで、大正 14

年に造られたＲＣ橋の「五郎ヶ瀬橋」が最古のものとなっています。 

 構造別にみると、ＲＣ橋のほとんど（30／35 橋）が 30 年前の昭和 60（1985）年以前に造ら

れており、それ以降はＰＣ橋、鋼橋の割合が多くなっています。 

 面積別にみると、昭和 55（1980）年と平成 6（1994）年が突出していますが、昭和 55（1980）

年には「田口大橋（L=200.0ｍ）」、平成 6（1994）年には「久具都比売橋（L=260.0ｍ）」とい

った長大な鋼橋が造られたことが大きく影響しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．橋梁の年度別構造区分面積 
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＜簡易水道＞ 

 本町の簡易水道における管路延長は、導水管 6,920ｍ、送水管 1,231ｍ、配水管 137,291ｍ

の計約 145km となっています。 

 また、管路の整備年度不明分 109,100ｍについては、1983 年以前に整備されているため法定

耐用年数を 40 年とした場合、更新時期を超えた管路があると想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※整備年度が不明な 109,100ｍは除く 

 

 

 

 

 

  

図．簡易水道の年度別整備延長 

40 年前

 

簡易水道の総延長 
 

145,442ｍ 

 

 整備年度不明管路 
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２－２ 総人口や年代別人口についての今後の見通し               
 
（１）総人口の推移 

本町の総人口は平成 27（2015）年 10 月 1 日現在で 8,309 人（国勢調査）となっています。 

人口の推移（国勢調査）をみると、平成 12（2000）年の 9,218 人をピークに減少に転じていま

す。 

 

表．総人口の推移（国勢調査人口） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．総人口及び世帯数の推移（国勢調査） 
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（２）総人口の推移と国（社人研推計）による将来推計 
 国（国立社会保障・人口問題研究所）の将来推計によると、本町の人口は25年後の平成52（2040）

年には 6,000 人程度になると推計されています。 

 年代別人口構成比率をみると、25 年後の平成 52（2040）年では、生産年齢人口（15～64 歳）

が半数以下となり、老年人口（65 歳以上）が 4割程度に達するなど、高齢化がさらに進むと予測

されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 22 年までは国勢調査、平成 27 年以降は国立社会保障・人口問題研究所の推計値 

図．総人口の推移と見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査及び国立社会保障・人口問題研究所（出典：「度会町人口ビジョン」2015.10） 
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（３）度会町人口ビジョン 
 国の将来推計を踏まえ、本町では人口に関する現状分析と平成 72（2060）年までの将来展望を

示し、今後の本町の行政運営の指針となる「度会町人口ビジョン」を策定しています。 

この人口ビジョンでは、将来の目標人口を平成 72（2040）年で 5,259 人と設定しており、人口

減少傾向ではありますが、国（社人研）推計の 4,283 人より 976 人程度上昇する設定とし、人口

減少の鈍化を図ることとしています。 

人口ビジョンの「将来人口のめざす方向性」としては、自然減と社会減を減らし 2060 年で約

5,300 人の人口水準を見込むこととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「度会町人口ビジョン」2015.10） 

図．将来の目標人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．総人口の実績値と将来の目標人口 
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２－３ 公共施設等の維持管理・修繕・更新等に係る経費や充当可能な財源の見込み       

 

（１）歳入・歳出の推移と財源の見込み 
≪歳入≫ 
本町の平成 27（2015）年度における歳入は約 41.2 億円となっており、過去 10 年間（H18～H27）

では、平成 22（2010）年をピークに約 34.0 億から 41.7 億円の間で推移しています。 

表．歳入の推移 （普通会計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．歳入の推移 
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≪歳出≫ 
本町の平成 27（2015）年度における歳出は約 39.6 億円となっており、過去 10 年間（H18～H27）

では、約 32.3 億から 39.6 億円の間で推移しています。 

公共施設等の整備に係る投資的経費は約 4.0 億円から 7.6 億円で推移しており、最近 3ヶ年は

約 4.1 から 6.0 億円程度となっています。 

 

表．歳出の推移 （普通会計） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．歳出の推移 
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（２）公共施設等の更新費用の推計 

①基本的な考え方 

公共施設の更新等費用の推計については、総務省が推奨し一般財団法人・地域総合整備財団

が公開している「公共施設等更新費用試算ソフト」（以下、「試算ソフト）という）に基づき試

算しています。この試算ソフトは、将来の公共施設等の更新費用を推計するに当たり、物価の

変動、落札率、国庫補助金精度及び地方財政制度の変化などの様々な変動要因がある中で、地

方公共団体の規模に関わらず簡便に推計でき、将来の財政運営の参考にできることを重視して

います。 

② 建物系施設の更新費用の推計 

今後 40 年間に建物系施設の改修・更新・修繕などにかかる費用は約 145.4 億円と推計され、

年平均では約 3.6 億円と想定されます。直近 5年平均の建物系施設の投資的経費は約 1.0 億円

／年であり、充当可能額と想定した場合は、将来の更新費用（約 3.6 億円／年）との乖離が約

2.6 億円となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．建物系施設の将来の更新費用の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【試算条件】 

 一般財団法人・地域総合整備財団が公開している「公共施設等更新費用試算ソフト（ver.2.10）」

を用いて算出しています。 

●今後、新たな建設は行わない。 

●建設後 60 年で更新（建替え）を実施する。 

●建設後 30 年で大規模修繕を実施する。 

●積み残しの大規模修繕は、最初の 10 年間で実施する。 

●設計から施工までに複数年度にわたり費用がかかることを考慮し、更新（建替え）については

3年間、大規模改修については 2年間で費用を均等配分する。 

●建替え単価、大規模修繕単価は「地方公共団体の財政分析等に関する調査研究会報告書」

（H23.3、自治総合センター）の設定値を採用する。 

●今後、町において修繕及び建て替えを行わない施設は、対象外とする。 

 （医療福祉複合型施設わたらい、度会町美化センターの焼却炉 2 棟） 

●簡易水道施設の建物施設は、含まない。（インフラ系施設に含む。） 

年更新費用の試算

約 3.6 億円／年

40 年間の更新費用総額 

約 145.4 億円 

現在までのストック

約 3.5 万㎡ 

建物系施設の投資的経費 

直近 5年の平均 約 1.0 億円／年 

既存更新分 築61年以上の公共施設の建替え

新規整備分 既存更新、新規整備、用地取得分 (5箇年度平均)

大規模改修 既存更新、新規整備 (5箇年度平均)

築31年以上50年未満の公共施設の大規模改修 既存更新 (5箇年度平均)

建替え 年更新費用試算結果
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③ インフラ系施設の更新費用の推計 

＜道路＞ 

今後 40 年間に道路の改修・更新・修繕などにかかる費用は約 72.2 億円と推計され、年平均

では約 1.8 億円と想定されます。直近 5 年平均の道路の投資的経費は約 2.4 億円／年であり、

充当可能額と想定した場合は、将来の更新費用が約 1.8 億円／年のため、道路のみで考えると

充当可能となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．インフラ系施設（道路）の将来の更新費用の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【試算条件】 

 一般財団法人・地域総合整備財団が公開している「公共施設等更新費用試算ソフト（ver.2.10）」

を用いて算出しています。 

●今後、新たな建設は行わない。 

●建設後 15 年で更新を実施する。 

年更新費用の試算

約 1.8 億円／年

40 年間の更新費用総額 

約 72.2 億円 

道路の投資的経費 

直近５年の平均 約 2.4 億円／年 

既存更新分 既存更新、新規整備、用地取得分 (5箇年度平均)

新規整備分 既存更新、新規整備 (5箇年度平均)

更新整備分 年更新費用試算結果
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＜橋梁＞ 

今後 40 年間に橋梁の改修・更新・修繕などにかかる費用は約 38.6 億円と推計され、年平均

では約 1.0 億円と想定されます。直近 5年において橋梁の投資的経費は平成 26（2014）年度

の約 300 万円のみであり、充当可能額が 0として想定した場合は、将来の更新費用（約 1.0 億

円／年）との乖離が約 1.0 億円となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．インフラ系施設（橋梁）の将来の更新費用の推計 

 

 

 

 

 

 

  

【試算条件】 

 一般財団法人・地域総合整備財団が公開している「公共施設等更新費用試算ソフト（ver.2.10）」

を用いて算出しています。 

●今後、新たな建設は行わない。 

●建設後 60 年で更新を実施する。 

●構造が鋼橋であるものは鋼橋で更新するが、それ以外の構造はコンクリート橋で更新する。 

●整備年度別、構造別の整備量から算出する場合は積み残しを考慮し、最初の 5年間で実施する。

年更新費用の試算

約 1.0 億円／年

40 年間の更新費用総額 

約 38.6 億円 

橋梁の投資的経費 

直近 5年の平均 約 0億円／年 

既存更新分 年度更新整備

耐用年数越え整備 既存更新、新規整備、用地取得分 (5箇年度平均)

年更新費用試算結果
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＜簡易水道＞ 

 今後 40 年間に簡易水道の改修・更新・修繕などにかかる費用は約 101.0 億円と推計され、

年平均では約 2.5 億円と想定されます。直近 5年平均の簡易水道の投資的経費は約 5.6 億円／

年であり、充当可能額と想定した場合は、将来の更新費用が約 2.5 億円／年のため、簡易水道

のみで考えると充当可能となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

図．インフラ系施設（簡易水道）の将来の更新費用の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【試算条件】 

 一般財団法人・地域総合整備財団が公開している「公共施設等更新費用試算ソフト（ver.2.10）」

を用いて算出しています。 

●今後、新たな建設は行わない。 

●管路は、建設後 40 年で更新を実施する。 

●上水処理施設等は、建設後 60 年で更新（建替え）、30 年で大規模修繕を実施する。 

●管径別、年度別の整備量から算出する場合は積み残しを考慮し、最初の 5年間で実施する。 

●不明年分（109,100ｍ）においては、合併した時期を踏まえ 1995 年～1983 年の間で均等割り

をして更新費用の算出を行うこととする。 

●今後、修繕及び建て替えを行わない施設は、対象外とする。 

 （（旧）棚橋浄水場、（旧）棚橋配水池、（旧）葛原浄水場、（旧）下久具浄水場、（旧）坂井浄

水場、（旧）長原浄水場、（旧）立岡配水池、（旧）平生浄水場、（旧）中部浄水場、（旧）大野

木浄水場） 

 

簡易水道の投資的経費 

直近 5年の平均 約 5.6 億円／年 
年更新費用の試算

約 2.5 億円／年

40 年間の更新費用総額 

約 101.0 億円 

既存更新分 年度更新整備 既存更新、新規整備、用地取得分 (5箇年度平均)

新規整備分 耐用年数越え 既存更新、新規整備分 (5箇年度平均)

用地取得分 上水処理施設等 既存更新分(5箇年度平均)

年更新費用試算結果
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＜インフラ系施設全体（道路・橋梁・簡易水道）＞ 

 インフラ系施設全体では、今後 40 年間に改修・更新・修繕などにかかる費用は約 211.9 億

円と推計され、年平均では約 5.3 億円と想定されます。直近 5年平均のインフラ系施設全体（道

路・橋梁・簡易水道）の投資的経費は約 7.9 億円／年であり、充当可能額と想定した場合は、

将来の更新費用が約 5.3 億円／年のため、インフラ系施設全体でみると充当可能となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．インフラ系施設全体の将来の更新費用の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インフラ系施設全体の投資的経費 

直近 5年の平均 約 7.9 億円／年 

年更新費用の試算

約 5.3 億円／年

40 年間の更新費用総額 

約 211.9 億円 

新規整備分 橋梁整備額 既存更新、新規整備、用地取得分 (5箇年度平均)

既存更新分 上水道整備額 既存更新、新規整備分 (5箇年度平均)

下水道整備額 既存更新分(5箇年度平均)

道路整備額 年更新費用試算結果
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④ 建物系施設及びインフラ系施設の更新費用の推計の合計（②+③） 

建物系施設及びインフラ系施設全体では、今後 40 年間に改修・更新・修繕などにかかる費

用は約 357.2 億円と推計され、年平均では約 8.9 億円と想定されます。直近 5年平均の建物系

施設及びインフラ系施設全体の投資的経費は約 8.9 億円／年であり、充当可能額と想定した場

合は、将来の更新費用が約 8.9 億円／年のため、建物系施設及びインフラ系施設全体で考えて

も充当可能となります。 

但し、今後は生産年齢人口減少に伴う町税の減収が見込まれるとともに、扶助費の増加等に

より投資的経費に今までどおりの費用を充てることは難しくなる可能性があります。また、下

図のとおり、年度によっては将来更新費用が充当可能額を大きく上回る年もあるため、計画的

な改修・更新・修繕の実施によるコストの平準化も合わせて実施していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図．建物施設及びインフラ系施設の将来の更新費用の推計 

 

 

 

 

建物系施設及びインフラ系施設全体の

投資的経費 

直近５年の平均 約 8.9 億円／年 

年更新費用の試算

約 8.9 億円／年

40 年間の更新費用総額 

約 357.2 億円 

新規整備分 道路整備額 既存更新、新規整備、用地取得分 (5箇年度平均)

既存更新分 橋梁整備額 既存更新、新規整備分 (5箇年度平均)

用地取得分 上水道整備額 既存更新分(5箇年度平均)

公共施設整備額 下水道整備額 年更新費用試算結果
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第３章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的   

な方針 
３－１ 計画期間                                
公共施設等の計画的な管理運営の推進においては、中長期的な視点が不可欠です。本町におい

ては、昭和 50 年代から多く整備された公共施設等の大規模改修、更新時期が今後 40 年間にわた

って集中することから、平成 29（2017）年度から 40 年間を計画期間とします。なお、社会経済

情勢等の変化が生じた場合には適宜見直しを行うこととします。 

 
 

３－２ 全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策                  

（１）取組体制 
 公共施設等の管理については、現状は、施設を所管する課ごとに管理され、公共施設等の管理

に関する情報が全庁的に共有されていない状況にあります。今後、公共施設等を総合的かつ計画

的な管理を実現していくためには、全庁的な推進体制、中心となる担当セクションの構築が必要

になります。そのため、町有財産担当部署を中心に全庁横断的な取組体制を構築します。今後、

公共施設等の更新、統廃合等にあたっては、全庁横断的な組織で協議、決定するとともに公共施

設等を一元的に管理します。 

 

 

（２）情報の管理と共有 
公共施設等を一元的に管理していくために、公共施設の「施設カルテ」を整備し、施設・建物

基本情報、財務情報（歳入・歳出）、サービス情報（利用者数等）を適宜更新していくものとしま

す。 

 

 

 

  



40 
 

３－３ 現状や課題に関する基本認識                       
 ①人口構造の変化の対応 

   全国的に少子高齢化が進む中、地方においては、将来的にさらに進行して行くことが見込

まれます。本町においても将来的には、少子高齢化や人口減少が見込まれており、人口構造

の長期的な変化に対応しつつ、的確に公共施設等の維持管理や更新を進めて行く必要があり

ます。 

  

 ②投資的経費増大への対応 

   人口減少による町税の減少や高齢化等による扶助費の増加等によって本町の財政状況は今

後厳しさを増すことが予想されます。 

   公共施設等の維持管理や更新のための費用については、限られた財源の中で長期的な財政

見通しをもって、公共施設等の管理に取組んでいくことが極めて重要になります。 

 

 ③施設の老朽化と更新への対応 

   本町が保有している施設（平成 28 年度時点）で建築後 30 年以上経過している施設の割合

は、42.3％（建替え・更新を行わない施設も含む）になります。また、今のまま建替えや更

新を行わないと仮定した場合の 10 年後に建築後 30 年以上経過する施設は、61.1％（建替え・

更新を行わない施設も含む）となり、今後さらに多くの施設の老朽化が進んで行くことにな

ります。 

   こうした現状と将来の動向を踏まえて、統廃合も含め施設の更新などに適切に対応してい

く必要があります。 

 

 ④耐震性の向上等への対応 

   南海トラフ地震防災対策推進地域である本町は、大規模な地震の発生が危惧されるため、

施設の耐震性を向上させなくてはなりません。 

   本町の公共施設等の多くは耐震化が進んでいますが、一部施設に耐震化が未実施の施設も

あるため、利用状況や社会情勢を踏まえ、建替え、更新及び廃止の検討をすることが重要に

なります。 

  

 ⑤効率的な利用推進への対応 

   公共施設のあり方としては、施設の種類によって単純に利用者数のみの判断でされるべき

ものではありませんが、有効的に利用される必要があります。 

   そのため、人口構造、設備や運営のあり方、町民のニーズ、立地する公共施設の配置など、

総合的な観点から検証し、建替え、更新及び廃止の検討をすることが必要になります。 
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３－４ 公共施設等の管理に関する基本的な考え方                

（１）公共施設の管理に関する基本的な考え方 
①点検・診断等の実施方針 

   公共施設の主要な施設について、法定点検に加え、必要に応じて任意の点検を行い、施設

整備の劣化状況や安全性を把握します。その診断結果をもとに、施設の利用状況を踏まえ各

施設の保全対策を検討します。 

 

②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

   公共施設をできる限り長く使用することを基本とし、利用状況や老朽度具合を総合的に勘

案し、維持管理、修繕、更新等を実施します。 

   財政状況を踏まえ、大規模な修繕や更新をできるだけ回避するため、損傷が発生した後に

修繕を行う「事後保全型」から、計画的に保全や改修を行う「予防保全型」へと転換し、早

期段階に予防的な修繕を実施することで、施設の長寿命化や維持管理の適正化を図ります。 

 

③安全性確保の実施方針 

   点検等により危険性が認められた施設については、速やかに安全確保の改修及び長寿命化

対策を実施します。 

   但し、大規模改修が必要な状況でありながら、利用状況の低い施設については、今後の利

用状況を踏まえ、総合的な判断によって施設を廃止し、機能の安全性が確保された既存の施

設に移転等させることを検討します。 

 

④耐震化の実施方針 

   本町における耐震化率は、新耐震及び旧耐震で耐震実施済みを含めると 97％となります。 

なお、耐震化が未実施の施設については、将来的なコストを踏まえ大規模修繕・廃止・更新

を早急に検討します。 

 

⑤長寿命化の実施方針 

   既に策定済みの「度会町橋梁長寿命化修繕計画」については、本計画に準じて継続的に見

直しを行い維持管理、修繕及び架替えを実施することとし、その他の施設については、本計

画に準じたうえで、必要に応じて個別に長寿命化計画を策定します。 

 

⑥統合や廃止の推進方針 

   公共施設の維持管理費を縮減するためには、余剰施設の統合や廃止による施設数の縮減が

有効的になります。そのため、公共施設の利用状況や耐用年数を踏まえ、余剰のある施設は

廃止を検討します。また、施設の一部分しか使用していない施設等で、現在の規模や機能を

維持したまま更新することが難しいと判断される施設は、他の施設との統合を検討します。 
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⑦総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

  ＜庁内における意識啓発＞ 

公共施設等の計画的な管理運営を推進するには、職員一人ひとりがその意義や必要性を

理解し、高い意識を持って取り組む必要性があります。 

そのため、有識者等による研修会の開催により、庁内での公共施設におけるマネジメン

ト意識の共有を図ります。 

  ＜民間事業者との連携＞ 

公共施設等の計画的な管理運営を推進するうえで、運営費の適正化と行政サービス水準

の維持・向上を両立させることが極めて重要になります。そのため、今後の民間活用によ

る効果が期待できる公共施設については、PPP や PFI 等の導入を検討して管理運営の効率

化や行政サービスの充実を図ります。 

  ＜町民との情報共有＞ 

公共施設等の計画的な管理運営を推進するにあたっては、施設を利用する町民との情報

共有や町民からの意見を反映する仕組みを検討します。 

 

 

（２）フォローアップの実施方針 
 

公共施設等のマネジメントを確実に実践していくためには、『PDCA サイクル』に則り本計画を

推進します。また本計画の見直しは、原則として 10 年ごとを基本とし、今後の上位計画等の見

直しや社会情勢の変化等に応じて適宜「Plan（計画）」の見直しを行うこととします。 

●Plan（計画）とは 

上位・関連計画を踏まえた計画を策定します。 

●Do（実施）とは 

計画に基づく公共施設等の管理を実践します。 

・施設カルテの更新 

・点検、診断の実施と結果の蓄積 

・各種の実施方針の策定と推進 

●Check（検証）とは 

施設カルテや点検結果等を活用し定期的な評価・検証をします。 

●Action（改善）とは 

評価・検証の結果、施設利用等の少ない施設は、結果に応じた費用の削減や機能の更新、統

合及び施設の複合化等を実施します。 

その後、Plan（計画）に戻り、必要に応じて計画の進捗状況や上記計画、社会情勢変化を

反映した計画の見直しを策定します。 

 

 

 

図．フォローアップのイメージ図 

Plan

Action Do

Check

Ｄata

Ｂase

施設 

カルテ 
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第４章 

施設類型ごとの管理に

関する基本的な方針 

４－１ 建物系施設 

４－２ インフラ系施設 
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第４章 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 
４－１ 建物系施設                              

（１）町民文化系施設 
町民文化系施設は、公民館、集会所などの集会施設が 5施設、及び「協業センター」1施設

の計 6施設があります。 

 

①現状と課題 

・町民文化系施設（集会施設、文化施設）については、「注連指集会所」と「協業センター」

以外の施設が避難場所に指定されています。 

・公民館、集会所などの集会施設については、5 施設全てが築年数 30 年を超えており、耐震

基準についても、旧耐震基準となっていますが、「注連指集会所」以外の 4 施設は耐震補強

が実施済みとなっています。 

・「協業センター」は、本町の地域活性化のための研修・集会・各種団体の活動の場として活用

されている施設になります。 

表．町民文化系施設の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

協業センター 

中央公民館 注連指集会所 麻加江生活改善センター 

中之郷生活改善センター 一之瀬公民館 

NO 施設名 運営形態 配置形態
防災拠点
指定等

合計延床面積 棟数 築年数 耐震基準 耐震補強

1 中央公民館 直営 単独施設 避難場所 825.00㎡ 1棟 36年 旧耐震 実施済み

2 麻加江生活改善センター 直営 単独施設 避難場所 198.00㎡ 1棟 37年 旧耐震 実施済み

3 注連指集会所 直営 単独施設 - 99.00㎡ 1棟 37年 旧耐震 未実施

4 中之郷生活改善センター 直営 単独施設 避難場所 181.00㎡ 1棟 38年 旧耐震 実施済み

5 一之瀬公民館 直営 単独施設 避難場所 362.00㎡ 1棟 38年 旧耐震 実施済み

6 協業センター 直営 単独施設 - 223.00㎡ 1棟 37年 旧耐震 実施済み
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②位置図（町民文化系施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③今後の方針 

 ・「公民館」、「改善センター」については、今後とも適切に維持・保全しながら存続を図ります。 
 ・「注連指集会所」については、地区で管理されているため今後は地区への移譲等を進めます。 
 ・「協業センター」は、今後とも適切に維持・保全しながら存続を図ります。 

図．町民文化系施設位置図 
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（２）スポーツ・レクリエーション系施設 
   スポーツ・レクリエーション系施設は、スポーツ施設として、「度会町民体育館」、「中川第

２グラウンド」の他、旧小学校の屋内運動場を活用した「中川体育館」、「小川郷体育館」、「一

之瀬体育館」の 5施設があります。 

 
①現状と課題 

・「度会町民体育館」と「一之瀬体育館」は避難場所に指定されています。「度会町民体育館」

は旧耐震基準で建てられた古い建物（築年数 56 年）でありますが、耐震補強は実施済みと

なっています。 

・「中川第 2グラウンド」には、築 30 年以上の木造の管理棟と近年建てられた便所の 2棟が併

設しています。 

 

表．スポーツ・レクリエーション系施設（スポーツ施設）の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

度会町民体育館 中川第 2グラウンド 

一之瀬体育館 

中川体育館 

小川郷体育館 

NO 施設名 運営形態 配置形態
防災拠点
指定等

合計延床面積 棟数 築年数 耐震基準 耐震補強

1 度会町民体育館 直営 単独施設 避難場所 712.00㎡ 1棟 56年 旧耐震 実施済み

2 中川体育館 直営 単独施設 避難場所 805.00㎡ 1棟 28年 新耐震 不要

3 中川第２グラウンド 直営 併設施設 - 52.00㎡ 2棟 2～32年 新耐震 不要

4 小川郷体育館 直営 単独施設 避難場所 761.00㎡ 1棟 25年 新耐震 不要

5 一之瀬体育館 直営 単独施設 避難場所 800.00㎡ 1棟 28年 新耐震 不要
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②位置図（スポーツ・レクリエーション系施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②今後の方針 

・スポーツ・レクリエーション系施設については、今後とも適切に維持・保全しながら存続を

図ります。 

 ・維持管理費の縮減を図るため、指定管理者制度の導入について検討します。 

 

  

0 1 2 3 40.5
km

¯

中川体育館

小川郷体育館

一之瀬体育館

度会町民体育館

中川第２グラウンド

一之瀬地区

中川地区

小川郷地区

内城田地区

図．スポーツ・レクリエーション系施設位置図 
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（３）学校教育系施設 
学校教育系施設は、学校として平成 20（2008）年 4 月に 4 つの小学校の統廃合により開校

した「度会小学校」と「度会中学校」の 2施設と、その他教育施設として「学校給食センター」

の 1施設があります。 

 
①現状と課題 

・「度会小学校」と「度会中学校」は、避難場所に指定されています。 

・「度会小学校」の校舎の１棟と屋内運動場は、比較的古い建物（築年数 31～33 年）となって

いますが、平成 13（2001）年度に大規模修繕が実施済みとなっています。 

 ・「度会中学校」の校舎と屋内運動場は、旧耐震基準で建てられた古い建物（築年数 40～37 年）

となっていますが、平成 12（2000）年度に大規模修繕が実施済みとなっています。 

・「学校給食センター」は、「度会中学校」と隣接しており、築年数は比較的新しい施設になっ

ています。 

 

表．学校教育系施設（学校）の概要 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表．学校教育系施設（その他教育施設）の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

度会小学校 度会中学校 

学校給食センター 

NO 施設名 運営形態 配置形態
防災拠点
指定等

合計延床面積 棟数 築年数 耐震基準 耐震補強

1 度会小学校 直営 併設施設 避難場所 5,164.00㎡ 6棟 1～33年 新耐震 不要

2 度会中学校 直営 併設施設 避難場所 5,950.00㎡ 7棟 2～40年
旧耐震
新耐震

実施済み
不要

NO 施設名 運営形態 配置形態
防災拠点
指定等

合計延床面積 棟数 築年数 耐震基準 耐震補強

1 学校給食センター － 併設施設 - 640.00㎡ 2棟 15～16年 新耐震 不要
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②位置図（学校教育系施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③今後の方針 

・「度会小学校」、「度会中学校」については、今後とも適切に維持・保全しながら存続を図りま

す。 
 ・「度会小学校」、「度会中学校」の今後においては、小中一貫教育について検討します。 

  

¯

度会小学校

度会中学校

学校給食センター

一之瀬地区

中川地区

小川郷地区

内城田地区

0 1 2 3 40.5
km

図．学校教育系施設位置図 
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②位置図（子育て支援施設） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③今後の方針 

・保育所については、指定管理者制度や統廃合の可能性について検討します。 

 

¯

長原保育所

棚橋保育所

中之郷保育所

地域交流センター

一之瀬地区

中川地区

小川郷地区

内城田地区

0 1 2 3 40.5
km

図．子育て支援施設位置図 
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（５）保健・福祉施設 
保健・福祉施設は、「介護啓発センター」、「地域福祉センター」、「地域福祉センター一之瀬支

所」の 3施設があります。 

 
①現状と課題 

・「介護啓発センター」は広域連合で管理しています。 

・「地域福祉センター」、「地域福祉センター一之瀬支所」の 2 施設については、指定管理で運

営されています。 

 

表．保健・福祉施設の概要 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NO 施設名 運営形態 配置形態
防災拠点
指定等

合計延床面積 棟数 築年数 耐震基準 耐震補強

1 介護啓発センター 直営 単独施設 - 296.00㎡ 1棟 16年 新耐震 不要

2 地域福祉センター 指定管理 併設施設 - 1,404.00㎡ 2棟 24年 新耐震 不要

3 地域福祉センター一之瀬支所 指定管理 単独施設 - 548.00㎡ 1棟 18年 新耐震 不要

介護啓発センター 地域福祉センター一之瀬支所 地域福祉センター 
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②位置図（保健・福祉施設） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③今後の方針 

 ・保健・福祉施設については、今後とも適切に維持・保全しながら存続を図ります。 

  

図．保健・福祉施設位置図 
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介護啓発センター

地域福祉センター

地域福祉センター一之瀬支所

一之瀬地区

中川地区

小川郷地区

内城田地区
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km
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（６）行政系施設 
行政系施設は、庁舎等として「度会町役場」の 1施設と、その他行政施設として「防災倉庫」、

「備蓄倉庫」が 5施設、消防施設として「伊勢市消防署度会出張所」の 1施設があります。 

 
①現状と課題 

・「度会町役場」は平成 13（2001）年に建替えが行われた築 14 年の比較的新しい施設です。

また、「防災倉庫」や各地区の「備蓄倉庫」、「伊勢市消防署度会出張所」などその他の施設

も全てが築年数 11 年以内の新しい施設となっています。 

 

 

表．行政系施設（度会町役場）の概要 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NO 施設名 運営形態 配置形態
防災拠点
指定等

合計延床面積 棟数 築年数 耐震基準 耐震補強

1 度会町役場 直営 併設施設 - 4,571.00㎡ 3棟 15年 新耐震 不要

度会町役場 



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NO

1 防災倉

2 備蓄倉

3 中川地

4 小川郷

5 一之瀬

NO

1 伊勢市

防災倉

施設名

倉庫

倉庫

地区備蓄倉庫

郷地区備蓄倉庫

瀬地区備蓄倉庫

施設名

市消防署度会出張

倉庫

中川地

運営

直

直

直

直

直

運営

張所

表．行政

表．行政系

地区備蓄倉庫

伊勢市

営形態 配置形態

直営 単独施設

直営 単独施設

直営 単独施設

直営 単独施設

直営 単独施設

営形態 配置形態

－ 単独施設
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系施設（倉庫
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態
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設 -

設 -

設 -

設 -
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庫）の概要 

施設）の概要

一之瀬地区

出張所

合計延床面積

188.00㎡

104.00㎡

15.00㎡

15.00㎡

15.00㎡

合計延床面積

280.00㎡

小川郷

区備蓄倉庫

棟数 築年数

1棟 2年
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1棟 11年
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棟数 築年数
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数 耐震基準

新耐震

年 新耐震

年 新耐震

年 新耐震

年 新耐震

数 耐震基準

新耐震

庫 

準 耐震補強

不要

不要

不要

不要

不要

準 耐震補強

不要
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②位置図（行政系施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③今後の方針 

 ・行政系施設については、今後とも適切に維持・保全しながら存続を図ります。 
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備蓄倉庫

防災倉庫

度会町役場

中川地区備蓄倉庫
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一之瀬地区備蓄倉庫

伊勢市消防署度会出張所

一之瀬地区

中川地区

小川郷地区

内城田地区
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図．行政系施設位置図 
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（７）公営住宅 
公営住宅としては、「城山住宅」、「清風住宅」、「中之郷住宅」の 3施設があります。 

 
①現状と課題 

・平成 23（2011）年に建てられた「城山住宅」は新耐震基準で建てられた施設です。また、「清

風住宅」（築年数 51 年）、「中之郷住宅」（築年数 38 年）は、ともに旧耐震基準で建てられた

古い施設ですが耐震補強は未実施となっています。 

 

表．公営住宅の概要 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

表．入居戸数・管理戸数の推移 

 

 

 

 

 

 

・平成 26（2014）年の入居状況は、全体で管理戸数 33 戸に対し、入居戸数が 30 戸で政策空

家は 3 戸となっています。なお、政策空家は 3 戸とも建築年度（昭和 39（1964）年度）が

一番古い「清風住宅」となっています。 

 

 

 

 

 

 

城山住宅 清風住宅 中之郷住宅 

NO 施設名 運営形態 配置形態
防災拠点
指定等

合計延床面積 棟数 築年数 耐震基準 耐震補強

1 城山住宅 直営 併設施設 - 603.93㎡ 4棟 5年 新耐震 不要

2 清風住宅 直営 併設施設 - 649.60㎡ 5棟 51年 旧耐震 未実施

3 中之郷住宅 直営 単独施設 - 48.00㎡ 1棟 38年 旧耐震 未実施

入居戸数（戸） 管理戸数（戸） 政策空家（戸）

H24
(2012)

H25
(2013)

H26
(2014)

H24
(2012)

H25
(2013)

H26
(2014)

H24
(2012)

H25
(2013)

H26
(2014)

1 城山住宅 12 12 12 12 12 12 0 0 0

2 清風住宅 18 17 17 20 20 20 2 3 3

3 中之郷住宅 1 1 1 1 1 1 0 0 0

計 31 30 30 33 33 33 2 3 3

NO 施設名
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②位置図（公営住宅） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②今後の方針 

 ・公営住宅の長寿命化計画の策定を進めます。 

 ・「城山住宅」については、適切に維持・保全しながら存続を図ります。 

・「中之郷住宅」については、廃止を検討します。 

・「清風住宅」については、今後建替えを検討します。 

 

図．公営住宅位置図 
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（８）公園施設 
公園施設としては、「宮リバー度会パーク」、「日の出の森」、「ふれあい広場 栗山」の 3 施

設があります。 

 
①現状と課題 

・「宮リバー度会パーク（バザールわたらい、トイレ、管理棟他）」、「日の出の森（トイレ）」、

「ふれあい広場 栗山（管理室及びトイレ）」の 3 施設とも新耐震基準で建てられた施設と

なっています。 

 

表．公園施設の概要 

  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・広大な敷地に、芝生広場やプール、テニスコートなどのレクリエーション施設が整備された

「宮リバー度会パーク」の入場者は年々増加しており、平成 26（2014）年には年間 13 万人

を超えています。また、ハイキングコースなどが整備されている「日の出の森」も利用者が

増加傾向にあります。 

・一方、野球場などが整備された「ふれあい広場 栗山」の利用者は減少傾向となっています。 

 

表．入場者数の推移 

 
 

 

 

 

 

 

ふれあい広場 栗山 日の出の森 宮リバー度会パーク 

入場者数（人）

H24
(2012)

H25
(2013)

H26
(2014)

日の出の森 207,500 650 670 3,890

ふれあい広場　栗山 24,266 1,333 1,206 936

宮リバー度会パーク 121,200 119,781 128,477 137,821

敷地面積（㎡）

NO 施設名 運営形態 配置形態
防災拠点
指定等

合計延床面積 棟数 築年数 耐震基準 耐震補強

1 宮リバー度会パーク 直営 併設施設 - 1,470.00㎡ 6棟 5～20年 新耐震 不要

2 日の出の森 直営 単独施設 - 19.00㎡ 1棟 17年 新耐震 不要

3 ふれあい広場　栗山 直営 単独施設 - 60.00㎡ 1棟 21年 新耐震 不要
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②位置図（公園施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③今後の方針 

 ・「日の出の森」については、風力発電工事の終了する平成 31（2019）年を目途に、全体の様

子が見えてきたら、再編の検討を行います。 

 ・「ふれあい広場 栗山」については、基本的に今後とも適切に維持・保全しながら存続を図り

ます。また、利用状況において活用の見直しを検討します。 

 ・「宮リバー度会パーク」については、再編を計画し、芝生等の管理作業においては、指定管理

や業者への年間委託等を考慮し町費負担の軽減を図ります。 

¯

日の出の森

ふれあい広場　栗山

宮リバー度会パーク

一之瀬地区

中川地区

小川郷地区

内城田地区

0 1 2 3 40.5
km

図．公園施設位置図 
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（９）供給処理施設 
供給処理施設としては、「度会町美化センター」の 1施設があります。 

 
①現状と課題 

・「度会町美化センター」は事務所及びストックヤードと休止中の焼却施設からなる併設施設

で、稼働中の施設は、いずれも新耐震基準で建てられた比較的新しい施設となっています。 

 

表．供給処理施設の概要 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・昭和 47（1972）年に焼却施設が完成し、焼却処分を行っていましたが、平成 10（1998）年

4月より伊勢広域環境組合に加入し、ごみの搬入及び処理を行っています。 

・町内のごみステーションへ集積されたごみを伊勢広域環境組合へ直接搬入する場合と、収集

後、「度会町美化センター」のストックヤードにて選別し、伊勢広域環境組合及び再資源化

先まで搬入する場合があります。また、町民が直接、「度会町美化センター」にゴミを持ち

込むこともあります。 

・現在のストックヤードは選別、一時保管場所として利用しています。 

・「度会町美化センター」で現有する施設は、美化センター事務所、焼却施設 2 炉、ストック

ヤード 4棟になっています。その内の「焼却施設」2炉は現在休止状態になっています。 

・「度会町美化センター」焼却施設（昭和 48（1973）年）、「度会町美化センター」焼却施設（昭

和 59（1984）年）の 2 施設とも老朽化が激しく、施設内には設備、機械類がそのまま残っ

ており、処分が必要となっています。 

 

 

 

 

 

NO 施設名 運営形態 配置形態
防災拠点
指定等

合計延床面積 棟数 築年数 耐震基準 耐震補強

1 度会町美化センター 直営 併設施設 - 946.95㎡ 6棟 13～43年
旧耐震
新耐震

不要

度会町美化センター 
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②位置図（供給処理施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③今後の方針 

 ・「度会町美化センター」については、今後とも計画的に維持保全を図りながら、町内のごみ収

集の拠点として利用します。 

 ・焼却施設 2炉は現在休止状態であり、伊勢広域環境組合に加入しているため、今後も町単独

でごみ処理を行うことがないことから、解体・処分し、跡地利用としてストックヤード建設

を検討します。 

¯

度会町美化センター

一之瀬地区

中川地区

小川郷地区

内城田地区

0 1 2 3 40.5
km

図．供給処理施設位置図 
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（１０）その他 
その他施設としては、平成 19（2007）年度末に小学校の統廃合により閉校した「（旧）一之

瀬小学校」などの旧小学校 4施設と、平成 26（2014）年度に建設された「大久保公衆トイレ」

の 1施設があります。 

 
①現状と課題 

・「（旧）一之瀬小学校」など旧小学校 3施設が避難場所に指定されています。 

・「医療福祉複合型施設わたらい」が福祉避難場所に指定されています。 

・中川小学校木造校舎を棚橋地内に移設し度会町郷土資料館として利用していた機能を平成

26（2014）年 8 月に「（旧）小川郷小学校」へ移動し、名称も「ふるさと歴史館」と改め、

その年の入場者数は 400 人程度となっています。 

・「（旧）小川郷小学校」は「ふるさと歴史館」が 1階を使用していますが 2階は空室状況とな

っています。 

・また、2014 年 11 月には、「（旧）一之瀬小学校」の活用アイデアの募集を町のホームページ

上で行っています。 

 

表．その他施設の概要 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（旧）一之瀬小学校 (旧)中川小学校 （旧）小川郷小学校 

医療福祉複合型施設わたらい 大久保公衆トイレ 

NO 施設名 運営形態 配置形態
防災拠点
指定等

合計延床面積 棟数 築年数 耐震基準 耐震補強

1 （旧）中川小学校 直営 併設施設 避難場所 182.00㎡ 3棟 21～25年 新耐震 不要

2 （旧）小川郷小学校 直営 併設施設 避難場所 1,810.00㎡ 4棟 2～34年 新耐震 不要

3 （旧）一之瀬小学校 直営 併設施設 避難場所 1,803.00㎡ 2棟 28～29年 新耐震 不要

4 医療福祉複合型施設わたらい － 単独施設
福祉

避難場所
1,811.00㎡ 1棟 26年 新耐震 不要

5 大久保公衆トイレ 直営 単独施設 - 11.00㎡ 1棟 1年 新耐震 不要
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②位置図（その他） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③今後の方針 

 ・「（旧）一之瀬小学校」は廃校後、未利用の状況が続いています。今後の活用法等について検

討します。 

・(旧)中川小学校の校舎である「医療福祉複合型施設わたらい」は、今後大規模修繕及び建替

えは特に考えないものとします。 

図．その他位置図 

0 1 2 3 40.5
km

¯

大久保公衆トイレ

(旧)中川小学校

（旧）一之瀬小学校

（旧）小川郷小学校

医療福祉
複合型施設わたらい

一之瀬地区

中川地区

小川郷地区

内城田地区
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４－２ インフラ系施設                             

（１）道路 
本町が管理する道路（町道）には、一般道路約 121km（平成 26（2014）年度末）があります。 

 
①現状と課題 

・本町の道路の整備状況（H27.4.1 現在）をみると、改良率が県道の 79.8％に比べ、町道では

59.5％にとどまっており、今後もさらに道路改良が必要となります。 

 

表．道路の整備状況（H27.4.1 現在） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

②今後の方針 

 ・道路については、計画的かつ効率的に適切な維持・修繕を図り、安全な道路施設を維持しま

す。 

 ・「トンネル」については、長寿命化修繕計画の策定を進めます。 

 

 

  

改良済 (m) 改良率 舗装済 (m) 舗装率
主要地方道 3 34,454.1 34,454.1 100.0% 34,454.1 100.0%
一般県道 4 16,787.9 6,412.8 38.2% 16,550.8 98.6%
計 7 51,242.0 40,866.9 79.8% 51,004.9 99.5%
１級町道 3 11,692.4 9,969.9 85.3% 11,692.4 100.0%
２級町道 19 21,942.8 19,040.4 86.8% 21,942.8 100.0%
その他 386 87,359.8 43,034.0 49.3% 84,483.3 96.7%
計 408 120,995.0 72,044.3 59.5% 118,118.5 97.6%

415 172,237.0 112,911.2 65.6% 169,123.4 98.2%

舗装状況

県道

町道

合計

道路種別 路線数 実延長 (m)
改良状況
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（２）橋梁 
本町には、ＰＣ橋、12 橋（約 1,208 ㎡）、ＲＣ橋、42 橋（約 1,455 ㎡）、鋼橋 12 橋（約 6,376

㎡）の計 66 橋（約 9,039 ㎡）の橋梁があります。 

 
①現状と課題 

・平成 27（2015）年度現在、一般的な耐用年数である 40～60 年を超える橋梁は、全体の 4割

弱を占める 25 橋となっていますが、20 年後の平成 47（2035）年度には 9割の橋梁が一般的

な耐用年数である 40 年を超えることとなっているため、老朽化の状況などを見ながら、順

次改修等が必要となってきます。 

 

 

②今後の方針 

・橋梁については、「橋梁長寿命化修繕計画」に従い、適切な橋梁の維持管理に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「橋梁長寿命化修繕計画」2013.3） 

図．橋梁長寿命化修繕計画による効果 
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（３）簡易水道 

本町の水道普及率は、99.8％と高く簡易水道事業は、町民に密着した行政サービスでありま

す。 

本町の簡易水道における管路延長は、導水管 6,920ｍ、送水管 1,231ｍ、配水管 137,291ｍ

の計約 145km となっています。 

  浄水場施設等は下記のとおり計 17 施設あり、7 施設が稼働しており 10 施設は稼働していな

い状況です。 

表．簡易水道施設の稼働状況 

施 設 名 備  考 施 設 名 備  考 

注連指浄水場 稼働 (旧）坂井浄水場 稼働していない 

長原浄水場 稼働 (旧）長原浄水場 稼働していない 

棚橋浄水場 稼働 (旧）立岡配水池 稼働していない 

棚橋水源地（機械室） 稼働 (旧）平生浄水場 稼働していない 

葛原配水池 稼働 (旧）中部浄水場 稼働していない 

下久具配水池 稼働 (旧）大野木浄水場 
稼働していない 

倉庫として利用 

川上浄水場 稼働 (旧）下久具浄水場 稼働していない 

－  (旧）葛原浄水場 稼働していない 

－  (旧）棚橋浄水場 稼働していない 

－  (旧）棚橋配水池 稼働していない 

計 7 施設  計 10 施設  

 

①現状と課題 

・平成 27（2015）年度現在、法定耐用年数である 40 年を超える管路（整備年度不明は除く）

はありませんが、10 年後の平成 37（2025）年度からは 40 年を超える管路がでてくるため、

順次更新が必要となってきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（旧）長原浄水場 棚橋浄水場 棚橋水源地（機械室） 

（旧）立岡配水池 （旧）棚橋浄水場 （旧）棚橋配水池 

表．簡易水道施設の稼働状況 
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図．浄水場における平均給水量の推移 

図．配水池における平均給水量の推移 
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②位置図（簡易水道施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③今後の方針 

 ・稼働している施設については、今後とも適切に維持・保全しながら存続を図ります。 

・稼働していない 10 施設は廃止します。処分制限期間を超えたものについて、解体処分を検討

します。 

・簡易水道については、「度会町水道ビジョン」に従い、平成 29 年度に度会町上水道事業へ移

行します。 

図．簡易水道施設位置図 
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内城田地区
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度会町公共施設等総合管理計画 

平成 29 年 3 月 

 

             度会町 総務課 

             〒516-2195 三重県度会郡度会町棚橋 1215-1 

             TEL 0596-62-1111（代表） 

             URL http://www.town.watarai.lg.jp/ 
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